
別記 

第１号様式（第８条関係） 

 

奈良市市民共同発電所事業計画書 

 

    年 月 日  

 

（宛先）奈良市長 

 

                   提出者  住所又は所在地 

                                                氏名又は団体名 

                                                及び代表者名          

 

 市民共同発電所事業を行いたいので、次のとおり関係書類を添えて提出します。 

 

 関係書類 

 (1) 定款又はこれに類する規約等 

 (2) 事業実施予定箇所の位置図 

 (3) 事業実施予定箇所の現況写真（事業実施予定箇所が確認できるように２方向から撮影したもの） 

 (4) 補助対象設備の仕様書 

 (5) 補助対象事業に要する費用の内訳が記載された見積書の写し 

 (6) 太陽電池モジュールを土地及び建築物に設置する場合にあっては、当該土地及び建築物に係る登

記事項証明書、固定資産税に係る公課証明書その他所有者を確認できる書類の写し 

 (7) 公益的施設の所有者等の承諾書（太陽光発電設備設置、電力会社との電力受給契約及び余剰電力

の販売契約の締結並びに補助事業に係る証拠書類等の提供の承諾）。ただし、補助金の交付を受

けようとする者が公益的施設の所有者である場合は、この限りではない。 

 (8) 公益的施設の管理者又は占有者が所有者と異なる場合にあっては、当該施設を管理又は占有する

権限を有することを証する書類の写し  

(9) 市税納付状況調査及び暴力団等の排除に関する同意書（別記第２号様式）（公益的施設の管理者

又は占有者が所有者と異なる場合は、管理者又は占有者及び所有者のものを含む。） 



１ 事業の概要 

事業の名称  

事業の目的及び内容  

事業を実施する施設 

（太陽光発電設備及び

蓄電池設備を設置し、環

境教育活動を実施する

場所） 

 

名 称  

所 在 地  

種類（使用

目的） 

 

事業を実施する施設の

所有者、管理者又は占有

者（当該施設の管理等に

関する権限を有する者） 

区 分    所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 

氏名又は名

称 

 

代 表 者 名  

住 所  

設置する太陽電池モジュールの公称

最大出力の合計値（小数点以下第３位

以下切り捨て） 

 

設置する蓄電池設備の蓄電容量（小数

点以下第３位以下切り捨て） 

 

太陽光発電設備等設置工事の着工及

び竣工予定年月日 

着工：    年  月  日 

竣工：    年  月  日 

交付を受けようとする補助金額及び

算出基礎 

① 補助事業総額                              円 

② 寄附金等                                  円 

③ 補助制度による補助金                      円 

④ ①－②－③                                円 

⑤ ④×１／２(1,000円未満切捨て)             円 

⑥ 補助金交付申請予定額                      円 

併用する補助制度の名称、実施団体名

及び補助金の見込額（補助金の算定根

拠を示すこと。） 

 

 

 



２ 団体に関する事項 

団 体 名 
 

代 表 者 名 
 

団 体 の 所 在 地 
〒 

電 話 番 号 
 

組 織 

（役職員） （団体構成員） 

団体としてのこれまでの

地域活動の実績 
 

団体としての今後の活動

予定 
 

 

３ 補助対象事業の収支予算 

収入 科 目 金 額 内 訳 

寄 附 金 等            円 寄附金等を支出した者の総数       者 

合計金額に対する割合            ％  

補助制度による補助金 

自 己 負 担 金 

           円 

           円 

 

合 計            円  

支出 工 事 費 

機 器 装 置 等 購 入 費 

事 務 経 費 

           円 

           円 

           円 

 

合 計            円  

※１ 収入及び支出の合計が一致していること。 

※２ 工事費：本工事費及び付帯工事費（補助対象事業の実施に必要不可欠な配管、配電等の工事に必

要な経費を含む。） 

   機器装置等購入費：補助対象事業に必要な機器装置等の購入、製造、修繕又は据付等に必要な経

費（土地の取得及び賃借料を除く。） 

   事務経費：寄附金等を募るに当たって必要な諸経費及び説明会費用等で、補助対象経費の５パー

セントを上限とする。 



４ 環境教育活動 

公 益 的 施 設 に つ い て 
施 設 の 建 築 時 期 

 

定員等(施設規模) 
 

施 設 概 要 

 

環境教育活動について 活 動 場 所  

頻 度 ・ 規 模 
 

内 容 

 

環境学習に使用する太陽光

発電の表示板等について 

設 置 予 定 場 所  

表示板等の大きさ  

太陽光発電の普及啓発に関

する活動について 

ホームページ、 

広報誌等による 

広報の内容・ 

頻度・規模等 

 

イベント、見学会等の

内容・頻度・規模等 

 

その他の内容・ 

頻度・規模等 

 

 


